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本稿は，ミェチスワフ・W・ソハ（Mieczys aw W. Socha）教授（ワルシャワ大学経済学部マクロ経
済・外国貿易理論講座），バルトゥウォミェイ・ロキツキ（Bart omiej Rokicki）氏（ワルシャワ大学
経済学部博士課程院生）の共著による「ポーランド東部国境地帯のユーロリージョン（Euroregiony na
wschodniej granicy Polski）」（Feb., 2005, mimeo）の翻訳である。これは，文部科学省科学研究費補助
金研究「ノーザンディメンション－拡大 EUとスラブ圏の域際交流の拡大によるヨーロッパ経済空間
の再編－」（基盤研究 B（１），課題番号１６３３００５２），研究代表者：立正大学経済学部・蓮見雄）の基
礎研究として執筆された報告書の翻訳である１。
本稿は，３回に分けて掲載する。目次は以下の通りである。
はじめに
１．EUにおけるトランスボーダーリージョン間協力発展の必要性の理論的根拠
２．EUのトランスボーダーリージョン
３．ユーロリージョン活動における INTERREGⅢの役割
（以上，本号）
４．ポーランド東部地域を含むユーロリージョン
ａ．ユーロリージョン・バルト
ｂ．ユーロリージョン・ブグ
１ なお，この報告書に関連した地域およびユーロリージョンに関し，我が国にはすでに以下の研究があるので，併せて
紹介したい：
柴理子「ポーランドにおける地域統合と住民意識 ～ポーランド・ドイツ国境地域を例に～」，『東京情報大学研究論
集』，Vol．７，No．１，２００３．７，pp．３９－５０．
住沢博紀「国境を越えるユーロ・リージョンの構造問題と地域形成の可能性 －旧東独・ポーランド・チェコ３カ国
地域の国境を越えるガバナンスを例に－」，『国境を超える地域経済カバナンス・EU諸地域の先行例を中心とした比較
研究』（平成１４年度～平成１７年度科学研究費補助金研究成果報告書），２００６．４，pp．９７－１１７．
田中宏「カルパチア・ユーロリージョンとクロスボーダー・ガバナンス」，『国境を超える地域経済カバナンス・EU
諸地域の先行例を中心とした比較研究』（平成１４年度～平成１７年度科学研究費補助金研究成果報告書），２００６．４，
pp．１１９－１４１．
蓮見雄「EUの東方拡大とカリーニングラード」，『比較経済体制学会年報』，第４１巻第１号，２００４，pp．１５－２６．
蓮見雄「『ひとつのヨーロッパ』とボーダー・リージョンの新たな役割」，『経済学季報』，第５５巻第１号，２００５，
pp．１６３－２０７．
蓮見雄「欧州近隣諸国政策とは何か」，『慶応法学』，第２号，２００５，pp．１４１－１８７．
《翻 訳》
ミェチスワフ・W・ソハ，バルトゥウォミェイ・ロキツキ
ポーランド東部国境地帯のユーロリージョン（１）
岡山大学経済学会雑誌３８（２），２００６，１４７～１５９
－１４７－
は じ め に
以下の報告書は，ユーロリージョンの特徴を，とりわけ２００４年５月１日より EU東部境界となった
ポーランド東部地域を中心に分析するものである。
ますはじめに，EUに加盟している諸国のトランスボーダーリージョンにおける協力発展の必要性
を立証する理論的前提を提示する。そこでは，EU境界内側の地域と外側の地域の格差が問題とな
る。次に，「ユーロリージョン」という概念を，こうした地域協力の成立過程，法的根拠，協力関係
の面から分析する。とりわけ，ポーランド東部地域が加わるエリアを，国家政策，地方自治体政策，
ユーロリージョンの活動が国境地域の社会・経済状態改善に貢献する可能性等の面から考察する。さ
らに，ポーランド東部国境地帯に広がる諸県の特徴を簡単に整理する。最後に，これらのユーロリー
ジョンを実証的に分析する方法を提示する。
１．EUにおけるトランスボーダーリージョン間協力発展の必要性の理論的根拠
それぞれの国家の不可欠な要素としての地域は，ヨーロッパの歴史的，文化的，地理的多様性を表
現している。この多様性は，ヨーロッパ文化を深みのあるものにするのに貢献しているが，一方で
ヨーロッパ大陸全体の均一的発展にとっては障害となっている。こうした観点から，ヨーロッパ全体
を包括した地域間協力，たとえば地域発展，地域に根ざした政策・技術に関する情報や経験の交換
は，新しいヨーロッパを構築する上で不可欠な努力である。
EUの地域政策の重要な要素のひとつは，EUの境界線の内側および外側に広がるトランスボー
ダーリージョン間協力の支援である。これは主に，INTERREGのイニシアティブの枠内で，財政プ
ログラムを実施することによって実施され，通常，ユーロリージョンの枠内で相互に協力する諸地域
に対象を絞っている。INTERREGプロジェクトの課題は，経済，文化交流の活性化で，それは国境
隣接地域の急速な発展に貢献することを目的としている。しかしながら，これらの地域は本当に EU
からの特別な援助を必要としているのだろうか，またユーロリージョンの活動は，それが特別な地理
的位置にあることに関連して生じる諸問題の解決にどのように貢献しているのだろうかという問題
は，じっくりと検討するに値する。
ｃ．ユーロリージョン・カルパチア
ｄ．ユーロリージョン・ウィナ＝ワヴァ
ｅ．ユーロリージョン・ニエメン
ｆ．ユーロリージョン・ビャウォヴィエジャ原生林
５．ポーランド東部諸県の経済の特徴
（以上，次号）
６．ベラルーシ，ロシア，ウクライナ地域の特徴
７．実証的調査の方法
（以上，次々号）
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国境の存在は，地域経済に大きな影響を与える。仮に，行政的な壁を排除したとしてもである。多
くの場合，国境隣接地域の地域協力発展は，様々な困難に直面する。まずあげられるのは，国境を挟
んだ両側の地域でインフラの水準が違うことである。また，言語の違い，文化の違い，政府の経済組
織に対する対応の違い（主に行政的対応の違いや課税システムの違い）などもある。EU諸地域に対
して行った実証的調査では，メンタリティーの違い，すなわち言語と文化の相違（Martin i van der Velde
［１９９８］），またはビジネスパートナー相互間の信頼関係の問題が強調されている（van Houtum
［１９９８］）。しかしながらこれらの障壁があるからといって，一部の地域が統合プロセスにおいてはる
かに良く準備できている（例えばより高い経済発展水準にあるため投資を誘致しやすい）という事実
が否定されるわけではない。一方で，他の地域は上述した様な理由で開かれつつある地域経済協力の
可能性を利用できないまま取り残されている。さらに悪いことに，海岸地域（Collier i Vickerman
［２００２］）や人口密度の低い地域（M nnesland［１９９８］）など，その地域固有の特徴が経済協力の障
壁となることが明らかになっている。
EU拡大と国境障壁消滅プロセスの進行とともに，国境地域の政治・経済相互協力問題は，経済学
者にとって興味深いテーマとなった。行政的障壁の除去は，各国，各地域相互の労働力と資本の移動
を流動化するはずであった。とりわけ，流動性の低さは労働市場の大きな問題のひとつであったの
で，労働力の流動性が高まることは，EU経済にとって大きなプラス要因となるはずであった。しか
しながら，高い労働力の流動性は，なによりも経済力の強い地域でみられ，多くの国境地域では EU
統合の効果はほとんど確認できなかった（Martin i van der Velde［１９９８］）。資本移動の問題も同様
で，これも国境地域の発展に深く関連しているものの，多くの場合統合のメリットはほとんど活用で
きていない（Cabero Diéguez i Caramelo［２００１］，Collier i Vickerman［２００２］）。そればかりでなく，米
国と EU諸国の「国境効果」を測る実証的調査では，EUにおけるその効果は新大陸よりはるかに大
きいものの，近年その効果が減少していることが確認されている（Clark i van Wincoop［１９９９］）。
こうした現状の原因に対する回答は，企業立地に関する意思決定理論に求めることができる。それ
はたとえば，その地域の市場規模，他の大規模な消費市場へのアクセスの良さ，需要と供給の結合
性，輸送コストの大きさなどである（Puga［２００２］）。したがって，投資家にとって魅力的なのは，安
価な中間財と高度な熟練労働者の供給が可能で，高い成長力を保持し大きなローカル市場を持つ地域
ということになろう。そうした点からは，国境地域は地理的に不利である。しかしながら，こうした
要因がその地域の急速な発展の促進剤となっているケースもみられる。
EUのトランスボーダー政策を語る上では，域内国境のケースと域外との国境のケースは明確に区
別することが必要である。前者と後者のケースでは，状況が全く正反対であるからである。域内国境
のケースのほとんどは，懸案問題といえば経済問題に限られる。これに対し EU境界の外にある地域
では，さらに第三国との連関という問題が加わり，トランスリージョナルな協力関係は，経済問題だ
 けではなく政治・社会問題に拡大する（Cichocki［２００４］；Ciechocinska［２００１］）。そして 後者の場
合，EU境界のトランスボーダーリージョンの問題は，従来の境界を維持した中での協力関係なの
か，それとも新しい EU境界を想定した上での協力関係なのかによってその協力を推進する必然性の
ベースが大きく異なってくるといえる。
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EU域内地域の一部は，低い労働コストと EU市場への良好なアクセスを全面に押し出すなど，統
合のメリットを生かして魅力的な投資対象となっている（たとえばスペイン東部地域があげられる
が，メキシコ・米国の経済統合でも同じようなプロセスがみられる；Hanson［１９９６］）。しかし，以
前辺境だった地域は，地域統合によって失うものの方が大きかったか（たとえばドイツ東部諸州），
または EU拡大により特別な利益を得ることができなかった（たとえばスペイン・ポルトガル国境地
域；Cabero Diéguez i Caramelo［２００１］）。この後者についていえば，欧州委員会によるトランスボー
ダー協力促進の試みは，言語，文化の違いが大きい地域における労働力の流動性を高める活動という
点からは評価できるだろう２。しかしながら，こうした協力の実際の効果には期待しすぎてはいけな
いだろう。なぜなら，成長率の高さは，上述の立地条件に大きく依存しているからである。
EU境界の外にある諸地域の状況は，相互に似通っている。EUのはずれの先にあるこれらの地域
は，明らかに欧州市場へのアクセスが悪く，それらの地域発展の視点からは，将来性はあまり望めな
い（とりわけ投資家の投資性向からみた場合）。最も発達が遅れている地域が EU辺境地帯に集中す
ることは理論的に指摘されていたが，実証的にもそれが確認されている。これは，２００４－２００６年に構
造基金から支援を受けた地域の地図を見れば明白である（図１）。「目的１」対象の諸地域は，その７５％
において一人あたり GDPが EU平均を上回っている。実証研究によれば，域内地域同士が隣接する
諸地域が，域外地域と隣接する諸地域よりはるかに良好な発展の可能性を持っている（Resmini
［２００２］）。したがって，EUの拡大によって EU周辺地域を内包化することは，新旧加盟諸国の地域
レベルでの発展を劇的に変化させる可能性を持っているということができるだろう。
なお，「目的１」の諸地域では，一人当たり GDPでは一定の格差があり，このグループの中では，
とりわけ辺境の地域がもっとも発展水準が低く，もっとも失業率が高い（たとえばイベリア半島南部
と西部，またはポーランド東部地域）。このことに関しては，すべての NUTS２レベルの EU地域に
関する主要統計データを集録した欧州委員会第三次結束レポートが説得的に分析している（European
Commission［２００４b］）。近年，EUの最も貧しい地域の経済状態は，相対的にさらに悪化している。
このことは，「経済的・社会的結束の進展に関する第一次プログレス・レポート」における EU１５ヵ
国の分析でも確認できる（European Commission［２００３］）。
EU辺境地域は，EU内の地域的・社会的格差縮小を目指しているが（それは欧州協定にも明示さ
れている），トランスボーダー協力の発展は，この目的を達成するための最良の手段かどうかについ
ては，熟考する必要がある。場合によっては，第三国の EUに隣接する地域には資金を投下しない
で，EU内地域に集中した方が良いかもしれない。こうした純粋に経済的な疑問は，一方で第二の問
題に直結する。いうまでもなく，国際協力やトランスボーダー協力プログラムの作成過程に大きな影
響を与える政治的要因である。
EU国際協力プログラムの大半は，EUに隣接する，または隣接しない第三国における民主化プロ
セス支援を目的としている。そうした目的は，PHARE，ISPA，SAPARD（EU加盟候補諸国の加盟準
２ 実証研究では，似通った文化，言語を持つ地域でさえ，国境の除去によって流動性は高まらないとされている（ベル
ギー，フランス，イギリスを対象とした調査研究 Collier i Vickerman［２００２］；オランダ，ドイツを対象とした調査研
究Martin i van der Velde［１９９８］；スペイン・ポルトガルの例を分析した Cabero Diéguez i Caramelo［２００１］を参照）。
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図１ ２００４－２００６年の目的１，目的２の対象となる諸地域
出所：EU委員会（http : //ec.europa.eu/comm/archives/commission_1999_2004/barnier/document/cartelig25.pdf）。
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備支援プログラム），TACIS（東欧，中央アジア１２ヵ国支援），NOTHERN DIMENSION（ロシア北東
地域とのトランスボーダー協力を実現する手段），CARDS（南バルカン支援），MEDA（地中海沿岸
諸国協力）のプログラムに反映されている３。同様の支援は，欧州委員会のトランスボーダー協力プ
ロジェクトを財政的にサポートする INTERREG IIIでも実施されている。
INTERREGの９つの新しいプログラム（２００５年１月に承認）では，そのうち５つが第三国に属す
る諸地域との協力に関するものである（図２）。なぜ優先されるのがこれらの地域であって，他の地
域でないのかということは，政治的な視点から見れば明白である。もっとも，これら EU境界を挟ん
で両側にある地域間の貿易を活性化する，たとえば交通インフラの拡張などの経済効果も無視はでき
ない４。また，トランスボーダー協力は，文化的障壁をなくし，経済パートナー同士の信頼も醸成す
ることにも注目すべきであろう。
トランスボーダー協力の促進に関しては，もうひとつの重要な問題がある。それは，密輸と不法移
民の問題である。ポーランドは EU境界を有しているため，犯罪と結びつくことの多いこの問題に大
きな脅威を感じている。トランスボーダー協力は，これらの現象と闘う上で，一定程度貢献するであ
ろう。これは，第三国と直接国境を接する EU加盟国だけでなく，内部に位置する諸国にとっても重
要な問題である。なぜなら，こうした不法な商品や移民は，最終的には内部に位置する諸国を目指し
ているからである。こうした問題の典型的な例は，２００４年５月１日以降のポーランド東部地域で見る
ことができる。
３．ユーロリージョン活動における INTERREGⅢの役割
前述のとおり，EUトランスボーダー地域協力の主要な手段は INTERREGである。２００４－２００６年
には，第三次プログラム（INTERREG III）が実施されている。ここでは「国境は欧州地域の均衡の
とれた発展と統合にとって障壁とはならない」とされている５。現在のプログラムは，次の３つの部
分から構成されている：
Ａ）クロスボーダー：EU外部との境界および一部の海上国境を含めた，隣接する国境地域間の統
合的発展の促進（INTERREG IIIA）
Ｂ）トランスナショナル：国家を超えた協力と地域間協力を通じた地域発展の促進（INTERREG
IIIB）
Ｃ）インターリージョナル：EU内における，調和的な地域統合への貢献（INTERREG IIIC）
資金の多くは，EU内部と外部に位置するすべての地域のイニシアティブを包括したコンポーネン
ト Aの実施に向けられている。これは，NUTS３レベルの行政単位（すなわちポーランドではサブ
３ ２００７年より，TACIS i MEDA プログラムは欧州対外関係・近隣諸国政策による財政支援に取って代わられる。
４ もっとも実証研究によれば，これは EU境界に接する地域の急速な発展に必ずしも結びつくものではないということ
が明らかになっている（Martin［１９９８］）。
５ European Commission［２００４a］．
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図２ ２００４－２００６年の INTERREGによる新規プログラム
１－ リトアニア／ポーランド／ロシア（カリーニングラード）
２－ ポーランド／ウクライナ／ベラルーシ
３－ チェコ／ポーランド
４－ ポーランド／スロヴァキア
５－ スロヴァキア／チェコ
６－ ハンガリー／スロヴァキア／ウクライナ
７－ ハンガリー／ルーマニア／セルビア・モンテネグロ
８－ ハンガリー／スロヴェニア／クロアチア
９－ イタリア／マルタ
出所：EU委員会（http : //www.europa.eu.int）。
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図３ ポーランド国境地帯を含むユーロリージョン
出所：中央統計局（G ówny Urz d Statystyczny : GUS）ホームページ（http : //www.stat.gov.pl/urzedy/wroc/euroreg）。
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リージョン）で実施される６。追加金融支援を求める事業は，INTERREGの原則に基づき，加盟諸国
あるいは第三諸国が２ヵ国またはそれ以上の諸国と共同で立ち上げ，実施しなければならない７。
図２，図３に示された様に，２００４－２００６年の新しい INTERREG諸プログラムがカバーするポーラ
ンドの諸地域は，ユーロリージョンが活動する地域と実質上重なる。このことは，ユーロリージョン
枠内で現実に協力している諸地域は，EUの財政支援を受けて新しいプログラムを立ち上げる大きな
チャンスを持っているということである。しかしながら，地域やその地位が属する国家のイニシア
ティブで立ち上げられたユーロリージョンと INTERREGとの間には，公式の連携は定められていな
い。したがって，それぞれの地域に資することを目指した EU地域政策と，諸地域の連携を目的とし
たユーロリージョンを混同することはできない。
欧州国境地域連合のユーロリージョンに関する基準によれば，様々な協力の領域がある：
 国境を挟んだ両側の地方・地域行政当局の連携
 常設の機関，行政組織，独自の財政基盤を持ったトランスボーダーの連合体
 国境を挟んだ両側で，国内法の枠内において活動する連合または非営利基金
 国際協定に基づき設立される社会的な性格を持つ連合体
このように，ユーロリージョンの組織形態は様々であるが，こうした様々なタイプの組織の目的
は，いずれもトランスボーダー協力の発展である。現在のユーロリージョンのほとんどは，国境地域
発展を目指した欧州国境地域連合（AEBR）８に加盟している。この連合は，通常地域行政当局や中央
政府から資金援助を受けているが，ユーロリージョンにより実施されるプロジェクトの大半は，EU
資金（とりわけ INTERREG），またはその地域が属する政府（EU加盟国に限らない）から直接支出
される資金に頼っている（Sadowski［２００４］）。
ユーロリージョンの発足は，その地域の狭い経済的利害や，過去においては分断されていなかった
地域同士の歴史・文化的に強い結合が原動力となる場合もあるだろう。しかしまた，実際には地域の
政治的安定を確保するため，たまたま集まったというケースも見受けられる（たとえば，ボスニア＝
ヘルツェゴヴィナ，クロアチア，ハンガリーの諸地域の連合であるユーロリージョン・ドナウ＝ドラ
ヴァ＝サヴァ：図４参照）。
ポーランドにおける最初のユーロリージョンは，１９９０年代の初めに発足した。これはユーロリー
ジョン・ナイセで，１９９１年１２月２１日に発足している。最近の十数年で，ポーランドでは１６のユーロ
リージョンが発足している。これらは以下の通りである９：
 西部国境の４地域：ポ独国境のユーロリージョン・ポメラニア（Euroregion Pomerania），ユーロ
リージョン・プロ・オイローパ・ヴィアドリーナ（Euroregion Pro Europa Viadrina），ユーロリー
６ Eurostat の分類によると，ポーランドの国土は NUTS １（全国），NUTS ２（１６県），NUTS ３（４４サブリージョ
ン），NUTS ４（３８０郡）i NUTS ５（２４８９グミナ＝行政基本単位）に分けられる。プログラムに参加できる地域の一覧
表は，委員会のコミュニケで見ることができる（European Commission［２００４a］）。
７ European Commission［２００４a］．
８ AEBRのホームページによると，２００５年２月現在で１１５のユーロリージョンのうち９０が連合に加盟している（http : //
www.aebr.net）。連合自体は１９７１年に発足し，欧州委員会，欧州評議会，北欧閣僚評議会と密接な関係を保っている。
９ 中央統計局（G ówny Urz d Statystyczny : GUS）ホームページの情報（http : //www.stat.gov.pl/urzedy/wroc/euroreg）。
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ジョン・シュプレー＝ナイセ＝ボーバー（Euroregion Sprewa−Nysa−Bóbr），および南西部はずれ
のポーランド・チェコ・ドイツ国境にあるユーロリージョン・ナイセ（Euroregion Nysa）
 南部国境の７地域：ポーランド・チェコ国境にあるユーロリージョン・グラセンシス（Euroregion
Glacensis），ユーロリージョン・プラジャト（Euroregion Pradziad），ユーロリージョン・シロン
   スク・チェシン（Euroregion Sl sk Cieszynski），ユーロリージョン・シレジア（Euroregion
Silesia），ポーランド・チェコ・スロヴァキア国境にあるユーロリージョン・ベスキード
（Euroregion Beskidy），ポーランド・スロヴァキア国境にあるユーロリージョン・タトラ
（Euroregion Tatry），ポーランド・スロヴァキア・ウクライナ国境にあるユーロリージョン・カ
ルパチア（Euroregion Karpacki）
東部国境の３地域：ポーランド・ウクライナ・ベラルーシ国境にあるユーロリージョン・ブク
（Euroregion Bug），ポーランド・ベラルーシ国境にあるユーロリージョン・ビャウォヴィエジャ
原生林（Euroregion Puszcza Bia owieska），ポーランド・ベラルーシ・リトアニア国境にあるユー
ロリージョン・ニエメン（Euroregion Niemen）
北部国境の２地域：ポーランド，デンマーク，リトアニア，ラトヴィア，ロシア，スウェーデン
の７ヵ国のトランスボーダー協力地域であるユーロリージョン・バルト（Euroregion Ba tyk），
図４ ユーロリージョン・ドナウ＝ドラヴァ＝サヴァ
出所：Ibrejlic i Kulenovic［２０００］．
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ポーランド・ロシア（カリーニングラード）国境にあるユーロリージョン・ウィナ＝ワヴァ
（Euroregion Lyna−Lawa）
ポーランドの地域が加わった最初のユーロリージョンは，中央政府のイニシアティブで発足した
が，その際中央政府は，国家の利益をこのユーロリージョンを通じて実現しようとしていた。しかし
ながら，資金的に自治権を拡大し，トランスボーダー協力で経験を蓄えた地方権力が次第に実質的イ
ニシアティブを持つ様になった。こうした協力発展の最も良い例は，ハイヌフカ郡の９つのグミナ
（基本行政単位）とベラルーシの３つの地域を結集して２００２年に発足したユーロリージョン・ビャ
ウォヴィエジャ原生林，または２００３年に発足したユーロリージョン・ウィナ＝ワヴァである。通常，
ユーロリージョン協力の基本的目的は，社会・経済発展であるが，相互の社会的交流の発展，環境保
護活動も重要な目的である。ポーランドのユーロリージョンの定款や趣意書にあげられた最も重要な
目的は，表２の通りである。 （続く）
表１ ポーランドにおけるユーロリージョン発足年表
ユーロリージョン名 発足年月日
１． ナイセ １９９１．１２．２１
２． カルパチア １９９３．０２．１４
３． シュプレー＝ナイセ＝ボーバー １９９３．０９．２１
４． プロ・オイローパ・ヴィアドリーナ １９９３．１２．２１
５． タトラ １９９４．０８．２６
６． ブク １９９５．０９．２９
７． ポメラニア １９９５．１２．１５
８． グラセンシス １９９６．１２．０５
９． ニエメン １９９７．０６．０６
１０． プラジャト １９９７．０７．０２
１１． バルト １９９８．０２．２２
１２． シロンスク・チェシン １９９８．０４．２２
１３． シレジア １９９８．０９．２０
１４． ベスキード ２０００．０６．０９
１５． ビャウォヴィエジャ原生林 ２００２．０５．２５
１６． ウィナ＝ワヴァ ２００３．０９．０４
出所：中央統計局（G ówny Urz d Statystyczny : GUS）ホームページ（http : /
/www.stat.gov.pl/urzedy/wroc/euroreg）。
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表２ ポーランドのユーロリージョン活動の主要な目的
ユーロリージョン 目 的
ポメラニア
ユーロリージョン域内のムラのない均衡のとれた発展，住民・諸機関同士の交流の活
性化
シュプレー＝ナイセ＝ボーバー
相互関係の発展，将来におけるポ独間の国境を越えた統合された経済地域形成によっ
て，住民の生活水準向上を達成
シュプレー＝ナイセ＝ボーバー
ポ独間地域の繁栄に資する活動の遂行，環境の保全，経済発展促進と住民の生活水準
のたゆみない向上
ナイセ 基本合意書に記載された諸分野での発展の促進
グラセンシス
協力を行なう地域の発展に寄与するグミナ，諸団体，個人の活動支援と，ユーロリー
ジョン協力に関する国際法整備・充実の支持
プラジャト
トランスボーダー協力と友好の深化，協力を行なう地域の発展に寄与するグミナ，
郡，法人および個人の活動支援
シレジア 地域内のムラのない均衡のとれた発展，住民・諸機関同士の交流の活性化
シロンスク・チェシン 相互の友好的な関係発展と，協力活動実施の調整
ベスキード 地域内のムラのない均衡のとれた発展，住民・諸機関同士の交流の活性化
タトラ
国境地域発展に寄与する諸条件の整備，とりわけ環境の保護，観光，保養，療養の分
野の発展
カルパチア
国境地域の発展に寄与する地域の共同のイニシアティブを助言，協議，調整を通じて
支援
ブグ 近隣諸国の国境地域との社会・経済的発展，学術・文化協力の環境整備
ビャウォヴィエジャ原生林 国境両側の経済発展と，住民，諸機関同士の交流の活性化を図るための活動
ニエメン 近隣諸国の国境地域との社会・経済的発展，学術・文化協力の環境整備
バルト
人々の生活環境改善，相互交流の緊密化，地域社会交流の促進，歴史的偏見の除去，
均衡のとれた経済発展を保証する活動の提案
出所：中央統計局（G ówny Urz d Statystyczny : GUS）ホームページ（http : //www.stat.gov.pl/urzedy/wroc/euroreg）。
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